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参考資料２

（平成17年11月４日第32回中央環境審議会地球環境部会資料１）

環境基本計画の見直しに係る重点分野「地球温暖化対策」（案）

１ 現状と課題

（１）地球温暖化に関する科学的知見

地球温暖化問題は、その予想される影響の大きさや深刻さから見て、人類の生存基盤

に関わる最も重要な環境問題の一つです。

地球全体の平均気温の上昇やこれに伴う海面水位の上昇など、気候変動の影響は既に

世界各地で顕在化しつつあります。今後も、21世紀中の平均気温の1.4～5.8℃上昇、ま

た、世界の多くの地域における変化として、大雨などの異常気象の増加などが予測され

ています。また、穀物生産への影響、感染症の被害の拡大など、人間の健康や経済社会

活動にも広範かつ深刻な影響を及ぼすと予測されています。さらに、仮に気温の上昇を

止めることに成功しても、海面の上昇などの影響はその後１世紀以上にわたって続くと

予測されています。

地球温暖化の原因は、地球上の人間活動に起因する温室効果ガスの排出に伴う大気中

の温室効果ガス濃度の上昇であり、この問題への対応は、究極的には、濃度を一定のレ

ベルで安定化させる必要があるとされています。しかし、現時点では温室効果ガス排出

量は自然吸収量の２倍程度であり、さらに、途上国の経済発展に伴う一定の排出増加は

避けられません。濃度の安定化のためには、非常に長期間にわたり、社会経済システム

の抜本的な変革を伴った排出削減努力を全世界的な取組として積み重ねていく必要があ

ります。

（２）国際的な対策の枠組み

この問題に対応するため、国際的には、1992年（平成４年）５月に気候変動枠組条

約、1997年（平成９年）12月に京都議定書が採択（2005年（平成17年）２月に発効）さ

れています。京都議定書は、先進国全体の2008年から2012年までの排出量を1990年比で

少なくとも５％削減することを目的として、各国ごとの数値目標（日本は６％削減）を

定めたものです。地球温暖化問題に対応するための重要な取組ですが、濃度の安定化と

いう気候変動枠組条約の究極的な目標に向けた長きにわたる取組から見れば、その第一

歩に過ぎません。

（３）国内における対策

国内においては、当面、京都議定書で定められた６％削減約束を確実に達成すること

が必要です。しかし、2003年度（平成15年度）の排出量は基準年比8.3％の増加であ

り、６％削減約束との差は14.3％と広がっています。このような状況を踏まえ、削減約

束を達成するために必要な対策・施策を定めた「京都議定書目標達成計画」が2005年４

月に閣議決定されています。今後は、定められた対策の確実な実施と、そのために必要
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な施策の展開を図ることが必要です。

また、さらなる長期的・継続的な排出削減を目指し、社会経済のあらゆるシステム

を、構造的に温室効果ガスの排出の少ないものへと抜本的に変革させることが必要とな

っています。

２ 目標

（１）究極の目標

国際的な連携の下に、気候変動枠組条約が究極的な目的に掲げる「気候系に対する

危険な人為的影響を及ぼすこととならない水準において大気中の温室効果ガスの濃度

を安定化させること」を目指します。

（２）中長期的目標

さらなる長期的・継続的な排出削減に向け、技術革新等を通じて、社会経済のあら

ゆるシステムを、構造的に温室効果ガスの排出の少ないものへと抜本的な変革を遂げ

ることを目指します。

このため、我が国として、国際的な取組や国内の取組の枠組みの目安となる中長期

的な目標について検討することが必要になっています。

具体的な目標のあり方についてはなお検討が必要ですが、我が国においても、究極

の目標に至るためのいわば中間目標として、30～50年タームの中長期目標を策定する

こととし、必要な作業を進めます。

（３）当面の目標

京都議定書で定められた、2008年から2012年までの第１約束期間における我が国の

６％削減約束を確実に達成します。

※中長期目標の設定に関する取組の例

諸外国においても、中長期的な数値目標を設定している例が見られます。例

えば、ＥＵにおいては、1996年（平成８年）に、工業化前と比較した気温上昇

を２℃以下に抑える長期目標を設定しています。また、その長期目標を念頭

に、2020年や2050年の先進国の排出削減の必要量も打ち出しています。

また、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）第４次評価報告書におい

ては、長期的な緩和・安定化のシナリオや戦略など、長期的な緩和策の状況に

関する章が置かれることとなっており、2007年（平成19年）の採択に向けて、

作成作業が進められています。

３ 施策の基本的方向

地球温暖化対策に当たっては、環境問題への積極的な取組が、新たな投資や技術革新

を生み出し、さらには企業や国の競争力を高め、経済の活性化が環境を改善させる環境

と経済の好循環を実現することが重要です。

それに向け、省エネ機器の開発・普及、エネルギー利用効率の改善、技術開発の一層

の加速化、環境意識の向上に加え、広範な社会経済システムの転換を伴う地球温暖化対
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策を大胆に実行します。また、省エネルギー、未利用エネルギーの利用等の技術革新を

加速し、効率的な機器や先進的なシステムの普及を図り、世界をリードする環境立国を

目指します。さらに、我が国の優れた技術力と環境保全の蓄積された経験を背景に、国

際協力を通じて世界の取組の先導的役割を果たしていきます。

また、日本の温室効果ガス排出量の約９割がエネルギー起源であることから、実効性

のある地球温暖化対策を進めるためには、エネルギー政策との連携が重要です。

（１）京都議定書の６％削減約束の確実な達成

６％削減約束の確実な達成に向け、当面、京都議定書目標達成計画に位置づけられ

た対策・施策を着実に推進します。対策・施策の実施に当たっては、以下の考え方を

十分に踏まえることが重要です。

ア すべての主体の参加・連携の促進

地球温暖化対策には、国、地方公共団体、事業者、国民といったすべての主体が

参加・連携して取り組むことが必要です。このため、地球温暖化対策の進捗状況に

関する情報を積極的に提供・共有することを通じて、各主体の対策・施策への積極

的な参加や各主体間の連携の強化を促進します。また、あらゆる場で様々な主体が

参加した環境教育を進めます。

なお、それぞれの主体には、以下の役割を担うことが求められます。

（ア）国

・地球温暖化対策の全体枠組みの形成とその総合的実施

・多様な政策手段を動員しての対策の推進

・施策の実施に当たっての温室効果ガス排出抑制等への配慮

・自らの事務及び事業に関しての温室効果ガスの排出削減並びに吸収作用の保全

及び強化の率先実施

（イ）地方公共団体

・自然的社会的条件に応じて、温室効果ガスの排出削減等のための総合的かつ計

画的な施策の策定、実施（温室効果ガスの排出削減に資する都市等地域整備、

社会資本の整備、地域資源をいかした新エネルギー等の導入、木材資源の積極

的利用等の推進、森林の保全及び整備等を盛り込んだ先進的モデル地域づくり

等）

・自らの事務及び事業に関しての温室効果ガスの排出削減並びに吸収作用の保全

及び強化の率先実施

・地域住民等への情報提供と活動推進

（ウ）事業者

・創意工夫を凝らしつつ、事業内容等に照らして適切で効果的・効率的な地球温

暖化対策を幅広い分野において自主的かつ積極的に実施

・国や地方公共団体の施策への協力
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・提供する製品・サービスのライフサイクルを通じた環境負荷の低減

（エ）国民

・大量消費・大量廃棄型の生活様式の変革（住宅の断熱化、省エネルギー機器や

燃費性能の優れた自動車への買換え、公共交通機関や自転車の利用促進、地域

材の積極的利用等）

・リサイクル運動、森林づくり・都市緑化などの緑化運動等の温暖化対策活動へ

の積極的な参加

イ 多様な政策手段の活用

分野ごとの実情をきめ細かく踏まえて、削減余地を最大限発現し、あらゆる政策

手段を総動員して、効果的かつ効率的な温室効果ガスの抑制等を図るため、各主体

間の費用負担の公平性に配慮しつつ、自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報

的手法など多様な政策手段を、その特徴をいかしながら、有効に活用します。

また、幅広い排出抑制効果を確保するため、コスト制約を克服する技術開発・対

策導入を誘導するような経済的手法を活用したインセンティブ付与型施策を重視し

ます。

ウ 評価・見直しプロセス（ＰＤＣＡ）の重視

６％削減約束を確実に達成していくため、評価・見直しのプロセス（ＰＤＣＡ

（Plan－Do－Check－Action））により、温室効果ガス別その他の区分ごとの目標

の達成状況、個別の対策・施策の進捗状況について、適正に透明性をもって評価・

点検し、柔軟に対策・施策の見直し又は追加を行っていきます。

（２）さらなる長期的、継続的な排出削減等

ア バックキャスティング手法の重要性

温室効果ガスの濃度の安定化を達成するためには、早期に世界全体の温室効果ガ

スの排出量を増加傾向から減少基調に転換し、さらには現在のレベルの半分以下に

減少させ、その状態を維持していく必要があるとされています。

このような将来像は、現状からの延長で描かれるものとは大きく異なるもので

す。したがって、地球温暖化に関する長期的な取組については、バックキャスティ

ングの手法により、長期的視点から目指すべき社会像を描き、今取り組むべき課題

を抽出し、必要な対策を実行に移していくことが重要です。また、地球温暖化は極

めて深刻かつ不可逆的な影響をもたらすおそれがあることから、予防原則に基づい

て対策を進めることが必要です。このような観点から、国内及び国際的な長期的対

策に関する検討を進めます。

イ 中長期的な国内対策のあり方

国内対策については、長期的、継続的な排出削減のためには、地球温暖化と最も

関わりの深いエネルギーの供給・利用や、都市構造、交通といった社会経済システ

ムの変革や、住宅・建築物などのストック対策のような、中長期的に持続的に効果
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を発揮する対策がより重要になります。そのような対策の普及には時間を要するた

め、早い段階から中長期的な視点に立って戦略的に対応を進めていきます。また、

技術革新もより重要になるため、その一層の加速化を図ります。

ウ 新たな国際枠組みの検討

国際的には、第１約束期間の終了する2013年（平成25年）以降の枠組みについ

て、京都議定書に基づき本年から検討が開始されています。

米国や開発途上国を含むすべての国が参加する共通のルールを構築し、衡平で実

効ある枠組みを成立させることが重要です。我が国はその検討に関しリーダーシッ

プを発揮していきます。

エ 避けられない影響への適応策

温室効果ガス濃度が現在の水準で安定化することは現実的には想定されない以

上、地球温暖化によるある程度の影響は避けられません。このため、排出削減（緩

和策）の補完策として、海面上昇への対応、農業生産や水資源に対する影響への対

応など避けられない影響への対応（適応策）を行うことが必要となります。

国際的な連携のもと、適応策のあり方に関する検討や技術的な研究を進めます。

また、研究の成果を活用しながら、地球環境の変化を早い段階で検出するモニタリ

ングを拡充・強化し、我が国において必要な適応策の実施、気候変動の影響に脆弱

な国等における適応策への支援を行います。

４ 重点的取組事項

（１）国内対策

ア エネルギー起源二酸化炭素の排出削減対策

（ア）社会経済システムの見直し等を伴う対策の重要性

我が国の排出量の９割を占めるエネルギー起源二酸化炭素の排出削減対策につ

いては、個別のエネルギー関連機器や事業所ごとの対策を引き続き推進すること

はもとより、これにとどまらず、中長期的には、地域・都市構造や交通システム

の抜本的な見直し、エネルギー消費主体間の連携等による社会経済システムの見

直し等により、エネルギー需給構造そのものを省ＣＯ 型に変えていくことがよ２

り重要になっていきます。

したがって、「脱温暖化社会」の構築に向けて、中長期的視点に立って、地域

ぐるみの面的対策、サプライチェーンや廃棄物・リサイクルのチェーン全体の排

出量削減のための対策など、多様な主体の協力による対策を早期に開始します。

（イ）具体的な対策

具体的な対策については、①エネルギーの面的利用やヒートアイランド対策等

による省ＣＯ 型の地域づくり、②公共交通機関の利用促進、環境に配慮した自２

動車使用の促進、円滑な道路交通を実現する体系の構築、環境的に持続可能な交

通の実現等による交通システムの効率化、③荷主と物流事業者の協働による取組

の強化・拡大、モーダルシフト、トラック輸送の効率化等による物流体系全体の
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グリーン化、④地域のバイオマス資源を活用したバイオマスタウンの構築や未利

用エネルギー、新エネルギー等の特色あるエネルギー資源の効率的な地産地消に

よる、地域全体での省ＣＯ 化を推進します。また、都市再開発など別目的で行２

われる関係の取組や事業においても、二酸化炭素削減や熱環境改善に必要な配慮

をします。さらに、これらを円滑に進めるための社会的な枠組みや基盤について

も、必要に応じて整備します。

また、施設・主体単位の対策（各主体が自らの活動に関連して排出される二酸

化炭素の総体的な抑制を目指して行う取組）や、機器単位の対策（機器単体の省

エネルギー性能の向上等）についても、引き続き推進します。

イ その他の対策・施策

エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制対策、森林の整備・保

全、都市緑化等の吸収源対策等、京都メカニズムの推進・活用を行うとともに、国

民運動の展開や公的機関の率先的取組といった横断的な施策、対策技術開発の推進

や気候変動に係る研究・監視観測などの基盤的施策に取り組みます。

このうち、森林吸収源対策については、現状程度の水準で森林整備等が推移した

場合、確保できる吸収量は目標を大幅に下回ると見込まれることから、森林整備、

木材利用等を一層推進します。

京都メカニズムについては、削減約束の達成とともに、地球規模での温暖化防止

と途上国の持続可能な開発の支援のため、国内対策に対して補足的であるとの原則

を踏まえつつ、適切に活用していくことが必要です。

技術開発については、将来にわたり大きな削減効果が期待できる取組であり、中

長期的視野に立って省エネルギー、未利用エネルギーの利用、二酸化炭素回収・貯

留・隔離技術等の技術革新を加速します。また、地域・都市構造の変革、経済社会

システムの変革を促すための技術、各種対策を部門横断的に下支えする技術につい

ても、重点的に推進します。

ウ ポリシーミックスの活用

対策・施策の実施に当たっては、自主的手法、規制的手法、経済的手法、情報的

手法などあらゆる政策手法を総動員し、それらの特徴をいかしつつ、有機的に組み

合わせるというポリシーミックスの考え方を活用します。その最適な在り方につい

ては、対策・施策の進捗状況を見ながら、総合的に検討します。

そのうち、経済的手法については、その活用に際して、ポリシーミックスの考え

方に沿って、効果の最大化を図りつつ、国民負担や行財政コストを極力小さくする

ことが重要です。環境税については、国民に広く負担を求めることになるため、地

球温暖化対策全体の中での具体的な位置付け、その効果、国民経済や産業の国際競

争力に与える影響、諸外国における取組の現状などを踏まえて、国民、事業者など

の理解と協力を得るように努めながら、真摯に総合的な検討を進めていくべき課題

です。国内排出量取引制度については、他の手法との比較やその効果、産業活動や

国民経済に与える影響等の幅広い論点について、総合的に検討していくべき課題で

す。
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（２）国際的連携の確保

我が国の有する優れた技術力と環境保全の蓄積された経験を活用して、開発途上国

に対して、環境上適正な技術やノウハウの移転等幅広い国際協力を行っていきます。

また、将来枠組みの検討に関し、すべての国が参加する共通のルールの構築に向け

て、関係国間対話を促進すべく国際会議を開催する等、リーダーシップを発揮してい

きます。

さらに、島嶼国や後発開発途上国のように地球温暖化に対する対応能力が低く脆弱

な国々に対し、適切な適応対策等への支援を行います。

５ 取組推進に向けた目標

（１）取組全体に関する目標

京都議定書目標達成計画の定めるとおり、2010年度の温室効果ガスの排出抑制・吸

収の量に関する目標及び各部門の目安としての目標は、以下のとおりです。

＜エネルギー起源二酸化炭素の排出量の目標及び各部門の目安としての目標＞

（単位：百万t-CO2）

基準年 2003年度 2010年度の目標（各

(1990年度) 実績 部門については、目

安としての目標）

エネルギー起源二酸化炭素 １０４８ １１８８ １０５６

産業部門 ４７６ ４７８ ４３５

業務その他部門 １４４ １９６ １６５

家庭部門 １２９ １７０ １３７

運輸部門 ２１７ ２６０ ２５０

エネルギー転換部門 ８２ ８６ ６９

※各部門の試算・設定された目安としての目標は、今後、対策・施策を講じなければ、
経済成長その他の要因を通じて排出量が増加していくことが見込まれる中、対策・施策
により2003年度実績から産業部門43百万t-CO2、業務その他部門31百万t-CO2、家庭部門

33百万t-CO2、運輸部門10百万t-CO2、エネルギー転換部門17百万t-CO2の削減が図られ
ることにより実現される。

＜非エネルギー起源二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素の排出量の目標＞

（単位：百万t-CO2）

基準年 2003年度 2010年度

(1990年度) 実績 目標

非エネルギー起源二酸化炭素 ７４ ７１ ７０

メタン ２５ １９ ２０

一酸化二窒素 ４０ ３５ ３４
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＜代替フロン等３ガスの排出量の目標＞

（単位：百万t-CO2）

基準年 2003年度 2010年度

(1995年) 実績 目標

代替フロン等３ガス ５０ ２６ ５１

※オゾン層破壊物質からの代替が進むことによりＨＦＣの排出量が増加することが予
想されること等、いくつかの排出量の増加要因もあることから、その増加を抑制す
ることとするもの。

＜温室効果ガス吸収源に関する目標＞

森林による 4,767万t-CO 程度の吸収量の確保（2010年度）２

（２）個々の主体からの二酸化炭素排出量等に関する目安

＜１世帯当たりの二酸化炭素排出量、エネルギー消費量＞

二酸化炭素排出量 2010年度において2003年度比約20％削減

エネルギー消費量 40,100MJ／年（2002年度）→36,200MJ／年（2010年度）

※削減割合が異なる理由は、主に、電力の二酸化炭素排出原単位の改善効果が含まれる

（二酸化炭素）、含まれない（エネルギー）の違いのため。

＜業務その他部門の床面積当たりの二酸化炭素排出量＞

二酸化炭素排出量 2010年度において2003年度比約21％削減


